
「近畿ブロック・デジタルラジオ準備会」の発足を受けて 

 
                     ２００８年８月１２日 
                   社団法人デジタルラジオ推進協会 
 
 
８月１１日(火)近畿地区の民放ラジオ放送４社（朝日放送株式会社、株式会社

毎日放送、大阪放送株式会社、株式会社ＦＭ８０２）は、デジタルラジオ放送

のためのアナログテレビ放送の跡地での帯域確保と、事業計画を立案するため

に「近畿ブロック・デジタルラジオ準備会」の設置を発表しました。(別紙参

照) この準備会は、今後、１セグメント方式でのデジタルラジオ本放送の実

現に向けて、作業部会を設けて、近畿ブロックにおける置局計画、事業収益モ

デル、コンテンツ開発、その他の具体的検討やプランニングを行っていくこと

を目的にしています。 
 
８月６日に設立された首都圏民放ラジオ６社による｢関東デジタルラジオ放送

企画ＬＬＣ合同会社｣に次いで、近畿で２０１１年７月以降の本放送の実現に

向けた具体的な検討が開始されたことは、デジタルラジオの全国展開に向けた

大きな一歩として、大いに歓迎すべきことであると認識しています。 
 
ＤＲＰは、｢関東デジタルラジオ放送企画ＬＬＣ合同会社｣及び「近畿ブロッ

ク・デジタルラジオ準備会」はもとより、関係する他の団体、組織とも連携し

ながら、デジタルラジオの推進に向けて、なお一層努力を重ねて参ります。 
皆様のご支援、ご高配を賜りますよう改めてお願い申し上げます。 
 
 



【プレスリリース】  
  
マスコミ各位 

 
平成 20 年 8 月１１日 

 
朝日放送株式会社 
株式会社毎日放送 
大阪放送株式会社 
株式会社ＦＭ８０２ 

（ＡＭ局・ＦＭ局ともに周波数順） 

 

「近畿ブロック・デジタルラジオ準備会」発足のお知らせ 

 

朝日放送株式会社、株式会社毎日放送、大阪放送株式会社、株式会社ＦＭ８０２の民間ラ

ジオ放送４社は、本年７月１５日にまとめられた「携帯端末向けマルチメディア放送サー

ビス等の在り方に関する懇談会」の報告書の方向性に沿って、デジタルラジオ放送のため

のアナログテレビ放送の跡地での帯域確保と、事業計画を立案するため「近畿ブロック・

デジタルラジオ準備会」を設置することで、８月１１日に合意しました。上記の４社は日

本放送協会と、デジタルラジオ推進協会（ＤＲＰ）に加盟社として、２００３年１０月よ

り共に１セグメント方式でのデジタルラジオ放送に積極的に取り組んできました。 

今後は４社はこの準備会のもと、１セグメント方式でのデジタルラジオ本放送の実現に

向けて、各種作業部会を設けて、これまでの実用化試験放送で培ってきたノウハウを基に、

近畿ブロックにおける置局計画、事業収益モデル、コンテンツ開発、その他の具体的な検

討やプランニングを行っていく予定です。 

また、近畿ブロックにおける１セグメント方式でのデジタルラジオ放送を目指す既存ラ

ジオ社や新規事業者にも参加を呼びかけていきたいと考えています。 

なお、８月５日に東京で設立された「関東デジタルラジオ放送企画ＬＬＣ合同会社」と

も連携を図っていきます。 

更に、この準備会での検討事項が、他の地域ブロックへの参考となり、モデルケースに

なればとも考えており、デジタルラジオの全国展開に向けてのお手伝いができればと考え

ています。 

                               以上 

 

 

 

 

 

 



【参考】 

※アナログテレビ放送の跡地利用について 

今年７月１５日に、２０１１年７月に終了するアナログテレビの周波数跡地利用につい

て、総務省の「携帯端末向けマルチメディア放送サービス等の在り方に関する懇談会」の

報告書が公表されました。 

報告書では、VHF ローバンドといわれる９０ＭＨz－１０８ＭＨz の１８ＭＨz を「地方

ブロック向けデジタルラジオ放送」に、VHF ハイバンドといわれる２０７．５ＭＨz－２

２２ＭＨz の１４．５ＭＨz を「全国向けマルチメディア放送」に割り当てることが適当と

されています。 

さらに、「地方ブロック向けデジタルラジオ放送」では、全国を７～８のブロック（北海

道、東北、関東甲信越、中部北陸、近畿、中四国（あるいは中国、四国）、九州）に分けて

帯域を割り当てるとされ、近畿ブロックは近畿２府４県と例示されています。 

今後は、この報告書に基づき、放送制度の設計整備や情報通信審議会などでの議論を経

て、デジタルラジオ放送の免許申請及び事業者の選定が行われ、２０１１年７月以降に本

放送がスタートするものと考えられます。 

 

※他地域の状況 

関東地区では、１セグメント方式を目指す民放ラジオ社のうち、現在ＤＲＰで実用化試

験放送を行っている６社（ＴＢＳラジオ＆コミュニケーションズ、ニッポン放送、文化放

送、横浜エフエム、ベイエフエム、エフエムナックファイブ）により、関東ブロックでの

本放送を目指すために、８月５日付で「関東デジタルラジオ放送企画ＬＬＣ合同会社」を

立ち上げ、翌６日に記者会見を行いました。 

 

※このプレスリリースに関するお問い合わせは以下の各社担当者まで 

朝日放送株式会社 

社長室 岸中嗣郎 

（電話）０６－６４５８－５３２１（大代表） 

 

株式会社毎日放送 

メディア局 池田治郎 

（電話）０６－６３５９－１１２３（代表） 

 

大阪放送株式会社 

総務局 井上洋 

（電話）０６－６５７７－１３０５（直通） 

 
株式会社ＦＭ８０２ 

経営管理局 森田康之 
（電話）０６－６３５４－８０２５（直通） 


